
4広報平成28年11月１日号

財政公表財政公表財政公表平成27年度
　平成27年度の決算が公表されました。決算とは、皆さんが納めた貴重な税金や、国・県からの補助金などが、
西尾のまちづくりにどのように使われたかをまとめたものです。ここでは、決算の概要から市の財政状況を
お知らせします。

 問合先 財政課財政担当（☎65・2166）

歳歳

実質赤字比率

連結実質赤字比率…

……

実質公債費比率…

将来負担比率………

資金不足比率……

）
●健全化判断比率（4指標）

※赤字額がないため、実質赤字比率と連結実質赤字比率は「－」と表示しています。
※（　）の値は、市の早期健全化基準です。

（単位：％）

●市税全体に対する主な税収割合の推移●性質別歳出の主な経費の推移〈普通会計〉

●積立金（特定目的基金など）残高の推移
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（億円）

　内訳
財政調整基金
（約60億）
など10基金の
年度末現在高

77億
68億 70億 70億

健全化判断比率などと市債・積立金の残高の推移

特別会計と企業会計 一般会計などの赤字額が、税などの標準的な収入に対してどのくら
いの割合になるかを示す指標
全ての会計の赤字額が、税などの標準的な収入に対してどのくらい
の割合になるかを示す指標
公債費に準ずる経費も合わせた実質的な公債費が、税などの標準的
な収入に対してどのくらいの割合になるかを示す指標
一般会計などの借入金や将来支払っていく可能性のある負担などの
現時点の残高が、税などの標準的な収入に対してどのくらいの割合
になるかを示す指標
公営企業の資金不足が、公営企業の財政規模である料金収入の規模
に対してどのくらいの割合になるかを示す指標

市が使ったお金は 525億6,513万円 市に入ったお金は 547億6,484万円

●都市計画税の使い道

●地方消費税交付金（社会保障財源分）の使い道

※それぞれの充当額は、都市計画税の決算額を各事業費の一般財源額により案分
　して算出した額です。

※それぞれの充当額は、地方消費税交付金（社会保障財源分）
　の決算額を各事業費（人件費、環境衛生費など社会保障施策
　以外に要する経費を除く）により案分して算出した額です。

13億3,380 万円15億1,123 万円下水道事業

1億4,240 万円

8,315 万円

1億6,134 万円

9,422 万円

公園整備事業

8,999 万円1億  196 万円公債費

3,586 万円4,063 万円土地区画整理事業

街路事業

16億8,520 万円19億  938 万円計
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（％）

固定資産税

個人市民税

法人市民税
都市計画税
市たばこ税

事業区分 事業費 都市計画税からの充当額

7億2,572 万円87億5,031 万円社会福祉費

3億4,863 万円69億9,750 万円児童福祉費

2億9,939 万円25億4,247 万円保健衛生費

4,114 万円10億9,507 万円生活保護等費

14億1,488 万円193億8,535 万円計

区分 事業費
地方消費税交付金
（社会保障財源分）
からの充当額

●入湯税の使い道

1,123 万円4,193 万円

198億7,837万円

189億3,551万円

10億   289万円

52億2,403万円

50億6,323万円

16億8,671万円

5億5,370万円

4億9,772万円

2億4,639万円

103億6,572万円

101億1,652万円

15億3,966万円

16億9,543万円

16億8,774万円

2億9,877万円

4,432万円

3,070万円

589万円

84億5,452万円

90億9,205万円

14億7,327万円

35億　　6万円

28億8,236万円

238万円

1億8,943万円

1億5,279万円

72万円

西尾市観光協会補助事業

事業区分 事業費 入湯税からの充当額

̶ （11.54） ̶ （16.54） 4.0（25.0） 15.3（350.0）
実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

●公営企業会計資金不足比率

※資金不足額がないため、資金不足比率は「－」と表示しています。
※（　）の値は、市の経営健全化基準です。

（単位：％）

̶ （20.0） ̶ （20.0）
公共下水道事業 農業集落排水事業

̶ （20.0）
病院事業

̶ （20.0）
水道事業

̶ （20.0）
渡船事業

※物件費には、委託料、消耗品費、備品購入費、光熱水費
　などが含まれます。人件費について詳しくは広報にしお
　12月１日号でお知らせします。

81億

●市債残高の推移〈普通会計〉
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（億円）

411億 415億 404億
379億

356億

特　別　会　計 企　業　会　計
項目 国民健康保険 公共下水道事業 農業集落排水事業 介護保険 後期高齢者医療 佐久島診療所事業 病院事業 水道事業 渡船事業

歳入 収益的収入 収益的収入 収益的収入

歳出 収益的支出 収益的支出 収益的支出

一般会計から
の繰入額

出出 入入
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23 24 25 26 27年度

（％）

人件費

普通建設事業費

物件費

公債費

扶助費

地方消費税交付金のうち社会保障財源分は、26年４月１
日からの消費税率引き上げによる増収額で、下表の社会
保障施策に要する経費に充てられています。

都市計画税は都市計画事業などのための目的税で、下表の事業に充てられています。

入湯税は観光の振興や環境衛生施設の整備などのための目的税で、下表の
事業に充てられています。

55億3,404万円（10.5％）
土木費

15億6,093万円（3.0％）農林水産業費
商工費
18億7,280万円（3.6％）

19億1,141万円（3.6％）
消防費

議会費 4億1,827万円（0.8％） （地方譲与税など）
その他 14億8,543万円（2.8％）

県支出金 
36億9,027万円（6.7％）

33億4,680万円（6.1％）
地方消費税交付金
31億9,543万円（5.8％）
地方交付税

国庫支出金
55億9,914万円（10.2％）

市債 
10億7,120万円（2.0％）

（財産収入、寄附金）

その他
2億2,998万円（0.4％）

24億1,441万円（4.4％）
繰越金

   　24億1,818万円（4.4％）
諸収入

7億5,883万円（1.4％）
使用料・手数料

8億3,416万円（1.5％）
分担金・負担金

1億9,961万円（0.4％）
繰入金

労働費    　5,099万円（0.1％）

38億499万円（7.2％）

公債費
市債（市の借金）を
返すための費用

64億68万円（12.2％）
教育費

60億3,714万円（11.5％）

衛生費
市民の健康を守り、まちを
きれいにするための費用
60億3,714万円（11.5％）

衛生費
市民の健康を守り、まちを
きれいにするための費用

歳   出
市民一人当たり
307,634円

＜一般会計＞ ＜一般会計＞

財政力指数

財政力指数………標準的な行政サービスを行うのに必要な財源をどれだけ自力で調達できるかを示すもので、指数が１を超える
ほど財源に余裕があるといえます。

財政力指数　単年度（3か年平均）
23年度 24年度 25年度 26年度
0.95（0.97） 0.95（0.93） 0.96（0.95） 0.99（0.96）

27年度
0.99（0.98）

民生費
高齢者や障害者に
対する福祉サービ
スなどの費用

民生費
高齢者や障害者に
対する福祉サービ
スなどの費用
189億3,886万円
（36.0％）
189億3,886万円
（36.0％）

総務費
市役所の一般的な
事務の運営費
60億3,502万円（11.5％）

軽自動車税・
入湯税
3億8,886万円

市たばこ税
11億2,307万円

法人市民税
16億8,610万円

都市計画税
16億8,520万円

固定資産税
138億1,671万円

個人市民税
108億2,146万円

295億2,140万円
（53.9％）

市税

歳   入
市民一人当たり
320,508円
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5 広報 平成28年11月１日号

財政公表財政公表財政公表平成27年度
　平成27年度の決算が公表されました。決算とは、皆さんが納めた貴重な税金や、国・県からの補助金などが、
西尾のまちづくりにどのように使われたかをまとめたものです。ここでは、決算の概要から市の財政状況を
お知らせします。

 問合先 財政課財政担当（☎65・2166）

歳歳

実質赤字比率

連結実質赤字比率…

……

実質公債費比率…

将来負担比率………

資金不足比率……

）
●健全化判断比率（4指標）

※赤字額がないため、実質赤字比率と連結実質赤字比率は「－」と表示しています。
※（　）の値は、市の早期健全化基準です。

（単位：％）

●市税全体に対する主な税収割合の推移●性質別歳出の主な経費の推移〈普通会計〉

●積立金（特定目的基金など）残高の推移
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（億円）

　内訳
財政調整基金
（約60億）
など10基金の
年度末現在高

77億
68億 70億 70億

健全化判断比率などと市債・積立金の残高の推移

特別会計と企業会計 一般会計などの赤字額が、税などの標準的な収入に対してどのくら
いの割合になるかを示す指標
全ての会計の赤字額が、税などの標準的な収入に対してどのくらい
の割合になるかを示す指標
公債費に準ずる経費も合わせた実質的な公債費が、税などの標準的
な収入に対してどのくらいの割合になるかを示す指標
一般会計などの借入金や将来支払っていく可能性のある負担などの
現時点の残高が、税などの標準的な収入に対してどのくらいの割合
になるかを示す指標
公営企業の資金不足が、公営企業の財政規模である料金収入の規模
に対してどのくらいの割合になるかを示す指標

市が使ったお金は 525億6,513万円 市に入ったお金は 547億6,484万円

●都市計画税の使い道

●地方消費税交付金（社会保障財源分）の使い道

※それぞれの充当額は、都市計画税の決算額を各事業費の一般財源額により案分
　して算出した額です。

※それぞれの充当額は、地方消費税交付金（社会保障財源分）
　の決算額を各事業費（人件費、環境衛生費など社会保障施策
　以外に要する経費を除く）により案分して算出した額です。

13億3,380 万円15億1,123 万円下水道事業

1億4,240 万円

8,315 万円

1億6,134 万円

9,422 万円

公園整備事業

8,999 万円1億  196 万円公債費

3,586 万円4,063 万円土地区画整理事業

街路事業

16億8,520 万円19億  938 万円計
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（％）

固定資産税

個人市民税

法人市民税
都市計画税
市たばこ税

事業区分 事業費 都市計画税からの充当額

7億2,572 万円87億5,031 万円社会福祉費

3億4,863 万円69億9,750 万円児童福祉費

2億9,939 万円25億4,247 万円保健衛生費

4,114 万円10億9,507 万円生活保護等費

14億1,488 万円193億8,535 万円計

区分 事業費
地方消費税交付金
（社会保障財源分）
からの充当額

●入湯税の使い道

1,123 万円4,193 万円

198億7,837万円

189億3,551万円

10億   289万円

52億2,403万円

50億6,323万円

16億8,671万円

5億5,370万円

4億9,772万円

2億4,639万円

103億6,572万円

101億1,652万円

15億3,966万円

16億9,543万円

16億8,774万円

2億9,877万円

4,432万円

3,070万円

589万円

84億5,452万円

90億9,205万円

14億7,327万円

35億　　6万円

28億8,236万円

238万円

1億8,943万円

1億5,279万円

72万円

西尾市観光協会補助事業

事業区分 事業費 入湯税からの充当額

̶ （11.54） ̶ （16.54） 4.0（25.0） 15.3（350.0）
実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

●公営企業会計資金不足比率

※資金不足額がないため、資金不足比率は「－」と表示しています。
※（　）の値は、市の経営健全化基準です。

（単位：％）

̶ （20.0） ̶ （20.0）
公共下水道事業 農業集落排水事業

̶ （20.0）
病院事業

̶ （20.0）
水道事業

̶ （20.0）
渡船事業

※物件費には、委託料、消耗品費、備品購入費、光熱水費
　などが含まれます。人件費について詳しくは広報にしお
　12月１日号でお知らせします。

81億

●市債残高の推移〈普通会計〉
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     　   23　　        24　　   　   25　　        26　　        27（年度末）

（億円）

411億 415億 404億
379億

356億

特　別　会　計 企　業　会　計
項目 国民健康保険 公共下水道事業 農業集落排水事業 介護保険 後期高齢者医療 佐久島診療所事業 病院事業 水道事業 渡船事業

歳入 収益的収入 収益的収入 収益的収入

歳出 収益的支出 収益的支出 収益的支出

一般会計から
の繰入額

出出 入入
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0
23 24 25 26 27年度

（％）

人件費

普通建設事業費

物件費

公債費

扶助費

地方消費税交付金のうち社会保障財源分は、26年４月１
日からの消費税率引き上げによる増収額で、下表の社会
保障施策に要する経費に充てられています。

都市計画税は都市計画事業などのための目的税で、下表の事業に充てられています。

入湯税は観光の振興や環境衛生施設の整備などのための目的税で、下表の
事業に充てられています。

55億3,404万円（10.5％）
土木費

15億6,093万円（3.0％）農林水産業費
商工費
18億7,280万円（3.6％）

19億1,141万円（3.6％）
消防費

議会費 4億1,827万円（0.8％） （地方譲与税など）
その他 14億8,543万円（2.8％）

県支出金 
36億9,027万円（6.7％）

33億4,680万円（6.1％）
地方消費税交付金
31億9,543万円（5.8％）
地方交付税

国庫支出金
55億9,914万円（10.2％）

市債 
10億7,120万円（2.0％）

（財産収入、寄附金）

その他
2億2,998万円（0.4％）

24億1,441万円（4.4％）
繰越金

   　24億1,818万円（4.4％）
諸収入

7億5,883万円（1.4％）
使用料・手数料

8億3,416万円（1.5％）
分担金・負担金

1億9,961万円（0.4％）
繰入金

労働費    　5,099万円（0.1％）

38億499万円（7.2％）

公債費
市債（市の借金）を
返すための費用

64億68万円（12.2％）
教育費

60億3,714万円（11.5％）

衛生費
市民の健康を守り、まちを
きれいにするための費用
60億3,714万円（11.5％）

衛生費
市民の健康を守り、まちを
きれいにするための費用

歳   出
市民一人当たり
307,634円

＜一般会計＞ ＜一般会計＞

財政力指数

財政力指数………標準的な行政サービスを行うのに必要な財源をどれだけ自力で調達できるかを示すもので、指数が１を超える
ほど財源に余裕があるといえます。

財政力指数　単年度（3か年平均）
23年度 24年度 25年度 26年度
0.95（0.97） 0.95（0.93） 0.96（0.95） 0.99（0.96）

27年度
0.99（0.98）

民生費
高齢者や障害者に
対する福祉サービ
スなどの費用

民生費
高齢者や障害者に
対する福祉サービ
スなどの費用
189億3,886万円
（36.0％）
189億3,886万円
（36.0％）

総務費
市役所の一般的な
事務の運営費
60億3,502万円（11.5％）

軽自動車税・
入湯税
3億8,886万円

市たばこ税
11億2,307万円

法人市民税
16億8,610万円

都市計画税
16億8,520万円

固定資産税
138億1,671万円

個人市民税
108億2,146万円

295億2,140万円
（53.9％）

市税

歳   入
市民一人当たり
320,508円
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